
1 社会資本総合整備計画（地域住宅計画）度会町地域
平成21年度　～　平成25年度　（5年間） 度会町

・安心で安全な暮らしを実現する町営住宅を整備する。
・少子高齢化に伴う家族形態の変化に対応した住宅を整備し、公営住宅及び地域優良賃貸住宅の居住率を上昇させる。

・新耐震基準に適合した町営住宅及び地域優良賃貸住宅の12戸建設　(H21～H22)
・新耐震基準に適合した町営住宅戸数及び地域優良賃貸住宅の割合を0%（H21）から37.5%(H25)に拡大
・町営住宅及び地域優良賃貸住宅の居住率を56.0%（H21)から87.5%（H25)に拡大

（H21当初） （H23末） （H25末）
① 新耐震基準に適合した町営住宅及び地域優良賃貸住宅を建設する。

②

③

事　後　評　価　（中　間　評　価）

○事後評価の実施体制、実施時期

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ1　住宅事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H21 H22 H23 H24 H25

1-A1-1 122.1

1-A1-2 15.3

1-A1-3 17.4

小計（住宅事業） 154.8

Ａc　提案事業
事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H21 H22 H23 H24 H25

小計（住宅事業）

合計

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H21 H22 H23 H24 H25

合計

(町営住宅の新耐震基準適合率)=
　(新耐震基準により整備された町営住宅及び地域優良賃貸住宅戸数)/(町営住宅及び地域優良賃貸住宅の管理戸数)（%）

町営住宅及び地域優良賃貸住宅の管理戸数に対する新耐震基準により整備された町営住宅及び地域優良賃貸住宅戸数の割合を算出する。

町営住宅及び地域優良賃貸住宅の管理戸数に対する入居世帯数の割合を算出する。

　　　　(町営住宅及び地域優良賃貸住宅居住率)=(入居世帯数)/(町営住宅及び地域優良賃貸住宅の管理戸数)(%)

　　　　　　　(新耐震基準に適合した町営住宅及び地域優良賃貸住宅の建設戸数)(戸)

　　　度会町にて実施

　　　　　　　計画期間終了後(平成26年5月)

　　　　　　　町のホームページにて公表

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）

住宅 一般 度会町 直接 度会町

154.8百万円

0%

12戸

37.5%

12戸

37.5%

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

0
効果促進事業費の割合

0%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

事後評価の実施体制

番号 事業者

Ｂ 0

要素となる事業名 事業内容

平成26年5月8日

Ｃ

番号 事業者

事後評価の実施時期

公表の方法

全体事業費
（百万円）

0戸

　　　　　　　　　　　　　　　社会資本総合整備計画（地域住宅計画）　事後評価書
計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

交付対象事業

事業者
全体事業費
（百万円）

56.0% 87.5% 87.5%

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
154.8百万円 Ａ

要素となる事業名

要素となる事業名

公営住宅等整備事業

地域優良賃貸住宅整備事業

公的賃貸住宅家賃低廉化事業

事業内容

町営住宅城山団地建替事業(11戸)

優良賃貸住宅城山団地建替事業(1戸)

城山団地(12戸)

事業内容



番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H21 H22 H23 H24 H25

合計

番号 備考

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する

　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値 12　戸
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 12　戸

最終目標値 37.5%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 37.5%

最終目標値 87.5%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 90.6%

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

指標①（新耐震
基準に適合した
町営住宅の建
設）

番号 事業者
全体事業費
（百万円）

指標②（新耐震
基準に適合した
町営住宅の割
合）

指標③（町営住
宅及び地域優良
賃貸住宅居住
率）

一体的に実施することにより期待される効果

一体的に実施することにより期待される効果

城山団地に関しては改善周期に改善する。政策住宅については方針未定。

要素となる事業名 事業内容

建替えた城山団地に当初の想定入居世帯数よりも多く入居したため。

・従来の画一的な間取りにとらわれず、一人世帯や母子家庭など、新しい家族形態のニーズに適した設計を取り入れ、かつ、新耐震基準に適合した町営住宅及び地域優良
賃貸住宅の建設により、母子家庭の入居が増えるなど、安心で安全な住環境の構築が進んだ。
・耐震性の向上とバリアフリー化等を考慮した住宅の建設により、良質な住宅の提供が可能となり居住率が増加した。


